



Inspection of Redistribution Effect 
by Reforming of Personal Income Tax
鈴　木　靖　法
　　This paper analyzes the eﬀects of income tax redistribution following 
the reform of personal income tax laws in 1989. The redistribution eﬀect is 
aﬀected by not only the reforming of the tax system, but also the changing 
of income distribution.  Therefore, when considering the eﬀect of the reform 
of the tax system, the redistribution eﬀect aﬀected by changing of income 
distribution was disregarded. Data analysis shows that redistribution eﬀect 








































　　 R = 1−










　そして、再分配係数 rは (2) 式によって求める。


































て求めたジニ係数 Rと再分配係数 rの推移を示したものが、図 3である。
　課税前ジニ係数 Rbは、平成元～ 5年は横這いであるが、平成 6年に少し
上昇し、そこから、平成 14年までは、横這いで推移し、平成 15～ 19年は、
上昇傾向となっている。
　再分配係数 rは、平成元～ 4年は、上昇し、そこから、平成 9年まで低下する。






























































1)　 図 5の所得階級は、「200」は「100超～ 200万円以下」、「300」は「200超～ 300万円以下」、
「400」は「300超～ 400万円以下」、「500」は「400超～ 500万円以下」、「600」は「500超
～ 600万円以下」、「700」は「600超～ 700万円以下」、「800」は「700超～ 800万円以下」、
「900」は「800超～ 900万円以下」、「1,000」は「900超～ 1,000万円以下」、「1,200」は「1,000






















所得分布Y t 実効税率Tt 再分配係数r
Y 1954 T1954 r 1
Y 1954 T1958 r 2
Y 1958 T1954 r 3




































Y6×T 6 0.34978    0.33343 r 1 4.6737%
Y6×T 7 0.34978    0.33707 r 2 3.6334%
Y7×T 6 0.34969    0.33320 r 3 4.7159%
Y7×T 7 0.34969    0.33686 r 4 3.6701%
Rb Ra
Y10×T 10 0.34937    0.33565 r 1 3.9268%
Y10×T 11 0.34937    0.33818 r 2 3.2040%
Y11×T 10 0.34872    0.33492 r 3 3.9581%
Y11×T 11 0.34872    0.33746 r 4 3.2286%
Rb Ra
Y18×T 18 0.37163    0.35786 r 1 3.7061%
Y18×T 19 0.37163    0.35812 r 2 3.6363%
Y19×T 18 0.37196    0.35819 r 3 3.7031%
Y19×T 19 0.37196    0.35846 r 4 3.6293%
Y t ×T t ジニ係数R 再分配係数r
Y t ×T t ジニ係数R 再分配係数r
(c) 平成18年と平成19 年
(a) 平成6と平成7年








　税制改正が行われた平成 7年、平成 11年、平成 19年について税制の影響
と、所得分布の影響を分離した結果が表 2である。











　次に、平成 10～ 11年の推移を見る。図 3では、再分配係数 rは、大きく
低下している。表 2 （b）が平成 10～ 11年の再分配効果の変動を要因分解し
たものである。この場合も平成 6～ 7年と同じようにして、r1～ r4の再分
配係数 rをもとめた。これによれば、図 3の再分配係数 rの低下と同様に、
税制改正によって再分配効果が低下したことを示している。
　一方、所得分布の変化による再分配効果の変動は、r1と r3、または、r2
と r4を比較すると、わずかながら上昇を示している。これは、平成 6～ 7
2)　 実効税率を異なる年に適用する際には、所得階級の分割の仕方が一致していなければなら










　最後に、平成 18～ 19年の推移を見ておく。図 3を見ると、平成 19年に
再分配係数 rは低下している。課税前ジニ係数 Rbに関しては、平成 14年以
降上昇傾向にあり、所得分布が大きく変化している可能性がある。






























給与収入 控除率 控除金額 項目 控除金額 項目 控除金額 課税所得 税率
165万円以下 40% 一般 35万円 一般扶養親族 35万円 300万円以下 10%
330万円以下 30% 老人一般 45万円 特定扶養親族 45万円 600万円以下 20%
600万円以下 20% 老人扶養親族 45万円 1,000万円以下 30%
1,000万円以下 10% 同居老親 55万円 2,000万円以下 40%








180万円以下 40% 一般 38万円 ※一般扶養親族 38万円 330万円以下 10%
360万円以下 30% 老人一般 48万円 ※特定扶養親族 53万円 900万円以下 20%
660万円以下 20% ※老人扶養親族 48万円 1,800万円以下 30%
1,000万円以下 10% ※同居老親 58万円 3,000万円以下 40%
1,000万円 超 5% 3,000万円　超 50%
最低控除額 65万円
一般扶養親族 38万円
※特定扶養親族 58万円 控除対象者 減税額
老人扶養親族 48万円 本人 1.8万円
同居老親 58万円 控除対象配偶者 0.9万円
扶養親族1人につき 0.9万円
一般扶養親族 38万円 330万円以下 10%
※年少扶養親族 48万円（新設） 900万円以下 20%
※特定扶養親族 63万円 1,800万円以下 30%






























平成19年 同上 同上 同上


















同上平成12年 同上 同上 同上

























低税率 10%が適用されるブラケットが 300万円以下から 330万円以下に広
げられ、20%が適用されるブラケットも 300超～ 600万円以下から 330超
～ 900万円以下に拡大され、そして、30%が適用されるブラケットも 600万
















表 3にあるように、税率構造が 4段階から 6段階に増えている。そして、最
























































































平成6年 平成7年 平成6年 平成7年 平成10年 平成11年 平成11年
100万円以下 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.01
100超～200万円以下 0.09 0.06 0.03 0.02 0.02 0.02 0.04
200超～300万円以下 0.16 0.12 0.04 0.03 0.03 0.04 0.08
300超～400万円以下 0.32 0.28 0.06 0.05 0.04 0.05 0.18
400超～500万円以下 0.60 0.57 0.09 0.09 0.09 0.10 0.38
500超～600万円以下 0.79 0.78 0.14 0.16 0.14 0.16 0.58
600超～700万円以下 0.87 0.90 0.21 0.25 0.23 0.23 0.69
700超～800万円以下 0.81 0.87 0.27 0.35 0.31 0.32 0.64
800超～900万円以下 0.75 0.83 0.32 0.42 0.38 0.40 0.59
900超～1,000万円以下 0.72 0.81 0.36 0.43 0.41 0.41 0.64
1,000超～1,500万円以下 0.64 0.71 0.42 0.50 0.48 0.46 0.48
1,500超～2,000万円以下 0.73 0.64 0.42 0.52 0.49 0.42 0.38






100万円以下 0.02  0.03
100超～200万円以下 0.06  0.07
200超～300万円以下 0.12  0.09
300超～400万円以下 0.22  0.17
400超～500万円以下 0.36  0.34
500超～600万円以下 0.48  0.47
600超～700万円以下 0.56  0.57
700超～800万円以下 0.59  0.62
800超～900万円以下 0.63  0.64
900超～1,000万円以下 0.65  0.67
1,000超～1,500万円以下 0.68  0.70
1,500超～2,000万円以下 0.61  0.64















年に減税率 20%、上限 200万円の定率減税、平成 7年と平成 8年に減税率




20%、上限 25万円の定率減税、平成 18年に減税率 10%、上限 12.5万円の定
率減税が導入されている。
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